
富田林市の補助金等について 

 

１、補助金等の位置づけ 

市民及び団体に対し、財政的な支援を行うことにより、広く公益を実現するための制度とし

て、地方自治法第２３２条の２の条項において「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場

合においては、寄附又は補助をすることができる。」と規定されています。 

本市ではこれに基づき、「富田林市補助金等交付規則」を制定するとともに、必要に応じ個別

補助金ごとの要綱を定め、補助金事務を実施しています。また、補助金を交付するための基準

や考え方などは、「富田林市補助金等の適正化に関する指針（ガイドライン）」で示しています。 

 

２、富田林市の補助金等に関する事務について 

(補助金適正化の必要性について) 

補助金等の交付については、毎年、補助事務を担当する各課で各補助金等を精査の上、執行

しています。しかし、既成団体への補助金が長期にわたり硬直化している、あるいは交付先の団

体が補助金等に依存し、団体の自立性や自主性が損なわれているのではないか、また、補助金

等の効果や成果がわかりにくいなどという課題もあることから、「公益性」「公平性」「有効性」の

観点から今後の補助金等の適正化に向けた取り組みを具現化するため、「富田林市補助金等の

適正化に関する指針（ガイドライン）」を令和６年２月に策定し、適正化に取り組んでいます。 

ガイドラインに基づき、交付基準の明確化や効果等の検討を行うものとし、以下の分類にて

決算状況を報告します。 

 

（補助金等の分類） 

分 類 

説明（概要） 

補助対象 実施主体 性質 

補助金 

（A） 

民間（C） 事業費補助金（ア） 
民間事業者が主体となって実施する事

業で、市が『奨励』するもの 

民＋公（D） 

（協働） 
協働事業分担金（イ） 

行政も携わるべき事業で、民間（地域・

団体など）と一緒に行うべきもの 

行政（E） 

制度的補助金（ウ） 
国や府など他団体の補助金制度に基づ

き補助するもの 

委託的補助金（エ） 

（将来的にすべて見直し） 

本来は行政が実施すべきものである

が、民間事業者に任せたほうが効率的

であるため、対価として補助金を交付

しているもの 



その他の補助金（オ） 

（負担金的・補償金的・交

付金的な補助金） 

他自治体との協定などで負担割合が決

まっているものや補償的な性質で補助

金を交付するものなど 

助成金 （B） （カ） 

事業の普及促進や経済的支援・福祉的

目的等のため助成するもの 

一定要件を満たしていれば支給される

もの 

富田林市補助金等の適正化に関する指針（ガイドライン）より引用 

 

（適正化の取組みについて） 

全体 

・補助金交付決定、実績報告起案のチェック体制の強化（H22～） 

・職員用補助金事務マニュアルの策定（H23） 

・職員説明会の実施（H23～） 

・団体運営経費補助の見直し（H24～） 

・富田林市補助金等の交付に関する基本指針の策定（H26） 

・職員用補助金事務マニュアルの改訂（H28） 

・補助金等に関する要綱・要領のウェブサイト公開（H29） 

・各所掌の補助金交付要綱の見直し（H30） 

・富田林市補助金等検討委員会を開催し、さらなる補助金適正化を検討（R３） 

・富田林市補助金等の適正化に関する指針（ガイドライン）の策定（R5） 

・ガイドラインに基づく各補助金等の分類見直し、補助金等の交付要綱及び規則に終期を定め

る一括改正（R6） 

 

個別 

・補助金の繰越金発生時の補助の要否の精査 

・補助対象経費、積算根拠の明確化や対象外経費の精査 

・補助金交付要綱の見直し など 



３、富田林市の補助金等の交付状況 

（令和６年度の補助金等の決算状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、補助金等の制定・廃止について 

①令和６年度に要綱等が新しく制定されたもの 

担当課名 補助金名称 R06決算 

人権・市民協働課 犯罪被害者等居住支援助成金 0円 

健康づくり推進課 富田林市初回産科受診費用助成金 21,060円 

商工観光課 空き店舗活用支援事業補助金 0円 

商工観光課 企業立地促進条例奨励金 0円 

 

②令和６年度に要綱等を廃止したもの 

担当課名 補助金名称 

環境衛生課 粗大ごみ集積場設置補助金 

高齢介護課 配食サービス事業物価高騰対策補助金 

健康づくり推進課 ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種償還払い 

健康づくり推進課 風しんに係る抗体検査及び風しん第５期に係る予防接種費用助成事業 

補助金等の分類 
補助金等

の件数 
補助金額 

（ア）事業費補助金 51件 390,121,863円 

（イ）協働事業分担金 12件 15,233,132円 

（ウ）制度的補助金 16件 153,080,095円 

（エ）委託的補助金 13件 288,648,554円 

（オ）その他の補助金 11件 76,875,577円 

（カ）助成金 34件 73,550,172円 

合 計 ※137件 997,509,393円 

※補助実績のなかった 50件の補助金等を除く。 



健康づくり推進課 特定不妊治療費助成 

健康づくり推進課 出産・子育て応援給付金事業 

住宅政策課 若者・子育て世代転入促進給付金 

 

◎補助金等に対するご意見や質問などを下記までお寄せください。 

※情報公開条例に抵触する内容を除きます。 

※個別補助金の詳細な内容は各担当課へお願いします。 

 

総務部 行政管理課 

行財政改革係 （内線 339） 


